
社団法人化の方針決定される

Ｎｏ５６

Ｊｕｎｅ－Ｉｇｇ~７

日本工学アカデミー広報委員会
office：〒100東京都千代田区丸の内1-5-1

（新丸ビル4階007）

ｔｅｌ：03-3211-2441～２

ｆａｘ：03-3211-2443

一一

■■画■ロ画■且Ｚ

ﾉＷｿ?ＯＳ'〃ノＳＡｋＩ灰Ａノ桜井宏／

芦
Ｌ

正会員の社団法人正会員への自動移行に反対、

及び全議題について棄権保留が各１票ずつあり

ました。現在設立総会での法人化申請の決定を

受け、監督官庁に全213頁に及ぶ申請書一式の

原稿を提出して本申請の準備を進めておりま

す。先方との事前打ち合わせが終わり次第、正

式の申請書を提出することになります。正式許

可がいつになるのかについては未だ正確に御報

告できる段階ではありませんが、６月～７月頃

になるものと推定されます。従って、５月１５日

の通常総会では例年通り、1996年度の事業報告

及び決算、1997年度事業計画及び予算の御承認

及び1997年度役員の御選出を頂くことになって

おります。社団法人の設立総会で御承認頂いた

1997年度事業計画及び予算、選出頂いた役員予

定者は５月の通常総会のものと全く同一でござ

いますので、アカデミーの活動としては今まで

通りの活動を継続して行い、設立許可の日から

率業の執行機関の名義が社団法人に移行するわ

けです。また、社'11法人になっても管理上のル

ールが若干変更になることはあっても、事業活

動そのものは本質的にかえなければならないと

ころはございません。管理上の問題として法人
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３月末に会員の皆様に御

案内申し上げました、４月

23日(火)の臨時総会及び社

団法人日本工学アカデミー

設立総会は、予想した以上

の多数の会員の方々の当日

会場出席及び委任状出席を

得て、無事開会すべての議

案について殆ど全会一致の

御賛同を得て、日本工学ア

総会当日に間に合わなかっ

たなど無効とした委任状が

24通あり、これらを加える

と実質的には540名(約90％）

の会員の意志が確認された

ともいえます)。

総会出席者には全議題に

ついて全会一致で原案通り

御承認頂きましたが、委任

状については社団法人化と

、
吟
Ｉ

カデミーは内閣総理大臣の許可が頂け次第、社

団法人日本工学アカデミーとして新発足するこ

とになりましたので御報告申し上げます。

法人化はＨ本工学アカデミー創立以来の懸案

で、その利害得失についてはずっと議論されて

きたものであるため、理事会も、会長以下の執

行部も、法人化するためには会員の大部分

(Overwhelmingmajority)が法人化の意味すると
ころを十分に御理解になった上、御賛同を頂い

た場合にのみ法人化に進むとの基本方針で進ん

でまいり、検討・監督官庁との事前打ち合わせ

の経緯等も逐一総会等の各種会合、会長信、

EAJＮＥＷＳ等で御報告申し上げてまいりまし

た。

今回３月19日開催の理事会で、法人化のため

の臨時総会及び社団法人日本工学アカデミー設

立総会の開催を決定、会員各'位に御案内申し上

げましたところ、総会当日には57名の正会員の

御出席と459名の有効委任状をお寄せ頂き、正

会員601名の85％を超える516名の御協力を頂き

総会を開会できたことに、会長他関係者一同感

謝しております(尚、以上に加えて形式的に問

題がある－－押印がない、正会員以外に委任、

,..,Ｇ
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現在の日本工学アカデミ

ーとしての最後の通常総会

になる第１１回通常総会は、

1997年５月１５日（木）午後２

時より虎ノ門パストラルで

開催された。

出席会員60名、委任状374

名の出席があり、会則に従

って岡村会長が議長となっ

て議事が進められ全議案と

も原案通り承認された。

になります。

⑤設立初年度(次の通常総会まで)を除き、理事

の任期が１年から２年に変更になります。

⑥理事会への定足数の導入と併せ、理事会にも

委任状制度を導入します。

⑦各種の書類の官庁届出や登記が必要になりま

す。

などですが、上記以外にも多数の事務処理方法

についての変更が必要になります。会長、理事

会、各委員会はじめ会員各位の御協力を得て、

できるだけ早く社団法人としての運営を軌道に

乗せるよう事務局一同努力する所存です。

化後変更されることのうち主な点は、

①任意団体の会則に比し、民法上の規定等によ

る社団法人の定款は規定項目が多く、厳密にな

ります。

②総会、理事会の定足数が厳しくなると共に、

定款改正等については決議条件も厳しくなる

上、所管官庁の許可なども必要になります。

③総会及び理事会ごとに、署名人の署名捺印し

た総会及び理事会の議事録を用意することが必

要になります。

④役付き理事(会長、副会長、専務理事)の選出

が総会の直接選出から、理事からの互選に変更

常総会開催さる ｜
へ

‐宮ト１１１陣ロＩ
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ては、本誌に別途掲赦の事

業計間の内容が専務理事よ

り説明され、原案通り承認

された。

引き続き1997年度の役員

の選出が行われ、別掲の通

りの新役員が会長より提案

され提案通り承認された。

本年度の新役員は理事退任

10名、新任８名の２名減で、

会長、副会長４名、専務理

第１議題の1996年度事業報告及び収支決算報

告については、専務理事から第４回国際シンポ

ジウム、工学教育に関する公開討論会等を含む

1996年度における主要な活動と、本年３月末の

日本工学アカデミーの財務状況につき報告があ

り、飯塚監事による会計は適正に行われている

旨の報告の後、原案通り承認された。各委員

会．専門部会の活動の詳細については、恒例に

より総会後の報告会で各委員長、専門部会長よ

り1997年度の計画も含め、報告があった。

財務諸表のうち、収支決算書及び貸借対照表

は、本ニュースに別掲の通りであるが、事業報

告及び上記２表以外も加えた財務会計について

の報告は、例年通り別途お届けする年報で報告

されることになっている。

第２議題の1997年度事業計画及び予算につい

事の重任を含む34名が選出された。また、監事

は２名が昨年度に引き続き選出された。

．最後に、４月23日に開催された臨時総会、社

団法人日本工学アカデミー設立総会の結果と、

その後の申請事務の進行状況についての報告が

あったが、詳細については別掲「社団法人化の

方針決定される」の記事を御参照頂きたいｏ

以上、予定の議案を議決し、通常総会は午後

２時30分閉会した。

尚、別掲の記事にある通り、この総会で決定

された1997年度那業計画及び予算、並びに選出

された役員は、４月23日の社団法人1-|本工学ア

カデミー設立総会で決定されたものと全く同一

のものであり、「1本工学アカデミーは社団法人

設立許可の日をもって、社団法人日本工学アカ

デミーに移行することになる。

律穿圏



１９９６年度収支決算害

1996年４月１日から1997年３月３１日まで

r、

１．収入の部
(単位：円）
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l）総会費

2 ）理事会費
3）国際活動費
4）懇談会費

5）地区活動費
6）委員会費

理事会費

国際活動費

懇談会費

地区活動費

委員会費
ａ会

ｂ政

ｃ国

．広；

（７）専門部会
ａ材

ｂ情；

員
策
際
報
費
料
報

ｃバイオ

ｄ地球環境

ｅエネルギー

（８）事務費
（９）退職引当金
(10）予備費

当期支出(C） 115,930,000 75,986,812

当期収支差額(A)-(C）

次期繰越収支差額(B)-(C）

1,500,000

3,500,000

10,000,000

4,500,000

3,000,000

16,650,000

1,000,000

2,150,000

4,500,000

9,000,000

17,378,000

3,350,000

7,000,000

2,100,000

3,628,000

1,300,000

39,000,000

1,000,000

19,402,000

1,608,088

2,646,775

6,873,494

1,726,419

1,740,650

7,178,389

1,174,380

813,717

729,906

4,460,386

17,378,000

3,350,000

7,000,000

2,100,000

3,628,000

1,300,000

35,834,997

1,000,000

実質当期支出額

(9,422,632）

く
く
く
く
く

931,739）
6,275,228）
251,236）
861,361）

1,103,068）

12,021,402

45,165,320

科 目

繰越 金

予算額

27,520,000

決算額 備考

１

２
３
４
５

会費収入

ァ個人会員

ィ賛助会員

雑収入（利息）
専門部会戻入

前受金増加

預り金増加

当期収入(A）

前期繰越収支差額

収入合計(B）

77,050,000

51,450,000

25,600,000

500,000

10,860,000

０
０

115,930,000

75,950,000

50,350,000

25,600,000

662,300

10,860,000

400,000

１３５，９１４

88,008,214

33,143,918

1２１，１５２，１３２



貸借対照表

1997年３月３１日現在

(単位：円）

科 目 金額

Ｉ資 産 の部

１流動資産

現金預金

未収入金

２固定資産

流動資産合計

l）有形固定資産

什器備品

電話加入権

2）投資その他の資産

保証金

退職金積立預金

Ⅱ負債の部

１流動負債

源泉税預り金

専門部会預り金

前受金

２準備金・引当金

特定準備金

退職引当金

固定資産合計

資産合計

流動負債合計

固定資産償却引当金

Ⅲ正味財産の部

正味財産

基本金

４EAJNEwsN０．５６１”7.6

準備金・引当金合計

負債 合 計

正味財産合計

負債及び正味財産合計

76,464,004

1,300,000

984,692

74,984

400,000

2,482,000

162,014

17,094,534

1,300,000

10,274,700

2,484,097

984,692

77,764,004

3,941,676

81,705,680

18,556,548

13,743,489

32,300,037

39,405,643

10,000,000

49,405,643

81,705,680

鐸君

毎奇



２.重要な技術分野の問題についての人文、社

会科学的観点からの分析検討。

３.賛否が両極に分離する傾向のある技術的問

題について、国民のバランスのとれた判断

に役立つ科学技術情報の普及のための方

策。

４．－、二の新技術分野の体系化、組織化のた

めの方策。

国際関係では、前年９月に重要な事業として

実施した第４回国際シンポジウムのプロシーデ

イングスを刊行する。世界の非政府工学アカデ

ミーの'11体であるCAETSの第121且Ｉ総会（５月、

於エジンバラ）に参加するほか、厳近の東アジ

ア地区での工学アカデミー及び類似団体の活動

の進展を応援する一方、先進諸国で共通の問題

となっている科学技術の国民的理解と、科学技

術についての初等中等教育などについての意見

交換を考える。

当而の具体的の計画としては、

Ｌ中国（1994)及び韓国（1996)にＮＧＯである

工学アカデミーが設立されたのに伴い、民

間レベルでの工学界のリーダーシップとの

交流を深める。

２.先進諸国の工学アカデミーと共通の問題に

ついて情報意見を交換する場を作り、その

調査検討に相互に協力する。

３.その萌芽はできつつあるものの、未だに先

進諸国や日中韓三国の工学アカデミーに相

当する組織のない、ASEAN諸国を中心とし

た発展途上国との接触を深め、これらの諸

国で対等に交流できる民間組織の設立を援

助する。

などが中心となろう。

以上の基本方針に基づき、理事会、各委員会、

各専門部会でまとめられた個別の事業計画は次

の通りである。

1997年度には、日本工学アカデミーは創立１０

周年を迎える。一方、一昨年来準備を進めて来

た社団法人化は、所管官庁、担当窓口も決定し、

準備作業を進めてきたが、本1997年度早々に実

現の見通しとなった。従って本年度は日本工学

アカデミーを発展的に再編成して、社団法人'１

本工学アカデミーとして、再発足する第１年度

となる。

従って本事業計画は、社団法人の設立と同時

にそのまま社団法人の事業計画として継承され

ることを前提として準備されている。社団法人

となっても、日本工学アカデミーの活動及び運

営について、その内容を本質的に変更しなけれ

ばならない部分はほとんどないが、公益法人と

しての立場から、公開行事のウエイトを高くす

ることが必要となろう。

本年度は以下の計画により社団法人化を進め

る。

Ｌ本年度早々に臨時総会及び社団法人日本工

学アカデミー設立総会を開催し、内閣総理

大臣に社剛法人の設立許可を申請する。現

在の日本工学アカデミーは設立許可の'１を

以て解散し､その会員、事業､資産を紬ド1本

工学アカデミーに移管する。

２.社団法人設立後、可及的速やかに法人とし

ての事務管理体制を確立すると共に、財務

基盤の確立のための有資格の正会員及び賛

助会員の増強に努める。

具体的な事業については、上記公開行事の増

加以外は前年度よりの継続事業も含め、創立以

来の基本方針に従って各委員会、専門部会で企

画されているが、主なものは次の通りである。

1995年度(平成７年度)の科学技術基本法の

成立、1996年度(平成８年度)の第一回目の科

学技術基本計画の策定を受け、我が国の科学技

術創造立国を更に推進するために必要と考えら

れる方策について、国の科学技術政策執行のス

ポンサーでもあり、また受益者でもある国民一

般の立場に立って重要と思われるものの検討を

進め、その結果の関係先への提言、一般への普

及啓発等を行う。具体的な計画のあるものは以

下の趣旨のものである。

１.科学技術基本計画にて特定すべき重点研究

開発分野の摘出。

炉

声
Ｌ

総会

例年通り５月に東京で通常総会を開催する

が、法人化のための臨時総会等、必要な手続き

を実施する。

理事会

隔月６回開催すると共に、必要に応じて理事

懇談会を開催する。定常的議案に加え、法人化

EAJNIBWSNo､５６１”7．６５

1997年度事業計画



後の事務処理体制の整備に必要な内規等を決定

する。

懇談会。講演会

例年通り、談話サロン及びその他の形式で各

委員会、専門部会の企画により、年１０回程度の

懇談会、講演会、パネルディスカッション等を

開催するが、一般的興味のあるものについては

公開を考慮する。

地区活動

東北・北海道、中部、関西、九州(近接地区

を含む)の４地区に分けた地区活動を継続し、

当該地区担当理事を中心に事業を企画実施す

る。

委員会

各委員会とも、年度内に３～６回の委員会、

及び必要に応じて小委員会等を開催するほか、

会員対象及び公開の講演会等を企画する。

（１）会員選考委員会

１.会員数は更に拡充を要するので、特に若手

会員、分野会員の少ない専門分野会員を中

心に、新会員の推薦に努力する。

２.会員の首都圏偏在は望ましくない。特に首

都圏以外の会員の意向を全体の運営に反映

させるため、地区活動の強化を各委員会、

専門部会に求めると共に、会員選考委員会

としても首都圏外会員の拡充に注力する。

３.委員会は新会員の選考を主たる目的とし

て、年３回、更に被推薦者が多い場合、及

び上記２．の検討が必要になった場合は追加

の会合を予定する。

（２）政策委員会

Ｌ教育問題

平成７年度より約２年間の予定で開始さ

れた、理工系大学教育に重点を置いた期待

される理工系学生像・卒業生像、それに応

える教育内容・方法についての検討は、昨

年11月29日の公開討論会、及び間もなく発

行予定の討論会記録の印刷物配布を以て一

応終了することとし、‘併せて教育問題小委

６EAJNEWSN０．５６１りり7‘６

貝会は解散する。

2.科学技術基本計、

上記作業と平行して、昨年７月に閣議決

定された科学技術基本計画の内容が、国家

｜｣的や国民のニーズ等に叶った重点研究開

発分野の特定などについて、十分ではない

との批判が会員間に多い状況を考慮して、

昨年10月より、次回の本基本計画の改訂時

に参考になるような提言を纏めるための

活動を開始した。このために、本年度は政

策委員の拡充を行うと共に必要に応じて小

委員会を設置し、精力的に委員会を開催す

る。識者よりのヒアリング、資料検討、会

員等へのアンケート、委員相互の討論等を

通じて検討を進め、政策委員会としての結

論を出す。この内容は会長との意見調整

及び公表に必要な手続きを十分に経た上

で、日本工学アカデミーとしての意見書と

し、関係者に提言、或いは公開講演会を通

じて発表する。

（３）国際委員会

Ｉ国際交流と協力

LCAETS関連活動

本年５月にはCAETSの第１２回総会が英国

エディンバラで“技術、革新及び社会”のテ

ーマで開催されるが、主催の英国王立工学ア

カデミーの要請に応じた特別講浪者を含む、

会長をlfI1長とする代表団を派遣する。又、同

時に開催されるCAETS管理理事会にも代表

が出席する。CAETSの管理理事会で協力が

決定したメンバーアカデミーの活動に協力す

る。

２.アジア近隣諸国との交流協力

ｌ)１．|:'糠1iijl玉|工学アカデミーとの交流、協力

昨年６月に韓国工学アカデミー(工学翰

林院)が発足し、1993年４月に設立され

た中国工学アカデミー(工程院)と共に、

日中韓三国の工学アカデミーが揃ったの

で、CAETSメンバーアカデミーとの交

流に準じた相互の交流を進めると共に、

本年度内に三国共通の話題(例えばNGO

である工学アカデミーの役割)をテーマ

に、ラウンドテーブルディスカッシ

ョンを行う。又rl雲1国は現在ＣＡＥＴＳに入

〆奇

ー、
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会申請中であり、韓国も入会を希望

しているので、両国アカデミーがCAETS

に歓迎され、入会できるよう援助する。

２)ASEANを中心とする各国との交流、協力

ASEANを中心とする東南アジア各国で

も、科学アカデミー、工学協会等がスタ

ートしているので、アカデミー活動に関

連する国際会議等に積極的に参加し、相

互の理解を深めると共に、各国の人々に

非政府の工学アカデミー的な組織のミッ

ションと意義について情報を提供し、日

本工学アカデミーを含む先進諸国の1貝学

アカデミー(CAETSメンバー）と交流協

力できるような工学アカデミーの設立を

援助する。

３)上記ｌ)､２)の目的のため、必要に応じ、

アジア近隣諸国関係者を日本に招聡し、

懇談を行う。

3.CAETSメンバーアカデミーを含む欧米諸国

アカデミーとの個別交流

ｌ)米国工学アカデミー

体制再整備のほぼ完了した米国工学アカ

デミーとの交流を推進し、日米の共同プ

ロジェクトについて必要に応じ他の関連

機関(学振第149委等)と引き続き協力す

る。更に、現在検討中の「貿易と環境」

及び「情報インフラ」の２テーマについ

ての共同研究グループが発足した場合

は、これに協力する。先方より依頼の各

種問題についての協力要請に対し積極

的に対応するほか、日本工学アカデミー

からも必要に応じ、先方の援助、助言を要

請する。

２)他の各国アカデミーとの交流

２)第５回国際シンポジウムの基本計画の検

討に着手する。

2.調査研究

ｌ)上記1-2.-2)の活動のための基礎資料とし

て、東南アジア諸|宝I等で開催される工学

関係の国際会議、シンポジウム等につい

て専門委員を委嘱して情報収集を行い、

対応等を立案する。

２)上記1-3.に関連し、陸|際関係、環境、エ

ネルギー、情報関連の問題など、特に先進

諸国との協力関係強化に必要なものにつ

いて、委託調査を行う。

3.委員会活動ほか

１)国際活動の円滑な推進のため、委員会を

年４回程度開催する。

２)上記2.-1)の調査研究のための小委員会を

編成し、対応案を委員会に提案する。

３)例年通り、国際関係関連トピックス等に

ついて、権威ある専門家による諦波会を

企画する。

４)客員会員候補者を会員選考委員会へ推薦

する。

芦
Ｌ

（４）広報委員会

前年度と同様に年６回の委員会を開催し、主

として下記の出版物の編集方針、内容等につい

て検討する。本年度も昨年度に引き続いて、社

会一般への日本工学アカデミー事業の成果の周

知、普及も含めた対外広報のあり方や内容方法

などについて検討すると共に、会員提言欄(仮

称)を新設して、会員への貢献の一助とする。

また、“EAJInformation”の内容の充実をはか

ると共に、“EAJＮＥＷＳ”に広報委員会の主導

による特集記事を企画してゆく。

広報委員会が編集発行する主たる印刷物は、

次の通り予定されている。

・EAJＮＥＷＳ年６回(隔月初旬・内１回は特

集号）合計６０～70頁

会員提言欄(仮称)の掲載

・同英文Summary年６回合計１２～１５頁

EAJInfOrmation年６～８回合計200頁

・年報（1996～1997）２０頁

・会員名簿

【
し

ジア等の工学アカデミーと

－に加え、

ア

ンバーアカデミＣＡＥＴＳメンノ

米、東欧、西
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の連絡を維持し、先方よりの来日関係者

との面談、日本工学アカデミー会員の海

外訪問等機会を利用し、相互理解のため

の交流を継続する。

Ⅱ国際関係国内及び委員会活動

1.国際シンポジウム関係

ｌ)1996年９月開催の第４回国際シンポジウ

ムのプロシーディングスを印刷、参加者

及び会員に配布する。



専門部会

（１）材料専門部会

１.政策と目標

新産業の創製には材料科学技術研究が先

導的役割を担う必然性を普及する。我が国

の材料研究育成の加速方策の建議を行い、

材料産業の国際関係問題に対処する方策を

検討する。

２.新材料工学分野の創成

我が国から興すに相応しい諸々の材料工

学分野を、それぞれの小委員会で検討し、

世界へ発信する方向に努める。

１)感性工学(我が国が創成した工学分野、

学会の創設の方向へ）

２)界面科学技術(横断的材料研究の先駆分

野、また我が国唯一のCOEへ）

３)先端繊維科学技術(先進国が先導する繊

維研究課題の検討とCOEへ）

他に部会内で提案されてきた複合材料シス

テムエ学、リサイクルエ学、新金属材料工

学などを、継続検討する。

３.材料科学技術教育の対策

材料科学技術教育のシステムの変換、大

学、大学院のEducation体制への転換、境

界領域材料の育成などの提言を行う。

４.その他

各種材料産業のフロンティアの調査、国

際競争力の評価などを実施したい。

（２）情報専門部会

１.活動方針

平成７年度から今期の活動期間に入り、

研究開発空洞化対策ＷＧ、情報工学振興策

ＷＧ、学術情報ネットワークＷＧを作り、

それぞれ「我が国における研究開発空洞化

に関する調査及び提言｣、「我が国における

情報工学振興策に関する調査及び提言｣、

「学術情報ネットワークを利用した学

術研究遂行上の諸問題の調査と提言」に関

して検討を進めてきた。平成７年度は問題

点のフレームワーク作り、平成８年度は実

質的な議論を進め、情報工学振興策ＷＧ及

び学術情報ネットワークＷＧについては、
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平成８年度に最終報告まで完成させること

ができた。平成９年度の活動としては、

研究開発空洞化対策ＷＧは最終報告をまと

めながら新規テーマの選定、さらに、新た

なＷＧとして情報技術研究開発体制ＷＧと

学術情報DＢＷＧを作り、以下の活動を進め

ていく。

2.目的及び概要

●「我が国における研究開発空洞化に関す

る調査及び提言(研究開発空洞化対策ＷＧ)」

１)目的：世界のグローバル化現象の影響を

受けて、研究開発拠点の海外展開が積極

的に進められている。本ＷＧでは、電

子・通信分野の研究開発空洞化の問題点

を調査し、将来の日本の電子・通信分野

の研究開発ポテンシャルを維持、さらに

は向上させる観点からの審議及び提言を

行う。

２)活動概要：本ＷＧは、日本学術会議電

子・通信工学研連と密接な連携に

より検討を進めている。具体的には、平

成７年度から産官学からなる小委員会を

設置して、産業全般の観点から研究開発

空洞化の調査活動及び検討課題の審議を

進めてきた。平成７年度までの活動によ

り、研究開発空洞化現象の全体像を把握

できたので、平成８年度は電子・電信工

学分野を検討対象として、「半導体(コン

ピュータ）技術」及び「マルチメ

ディア技術」分科会を設け、「半導体

（コンピュータ)技術」分科会では、アン

ケートを主体に電子・通信分野の研究開

発のグローバル化現象の分析、「マルチ

メデイア技術」分科会では、日本の今後

の産業を牽引するマルチメディア産業を

活性化する施策を主体に検討を進めてき

た。又、平成９年１月に半導体(コンピ

ュータ)分野を主体とした研究開発のグ

ローバル化現象の分析結果を談話サロン

で発表してきた。平成９年度は、現在ま

での検討結果を最終報告としてまとめ、

研究開発空洞化を回避する観点からの提

言を、技術、教育、社会改革の観点から

提言していく。さらに、最終報告の完成

鐸、

一葛



伊

Ｐ

以後は、新規テーマの選定を進めていく。

●「我が国における情報技術研究開発体制に

関する調査及び提言(情報技術研究開発体制

ＷＧ)」

ｌ)tl的：日本においては、今Ｈ、情報関連

技術の促進のために、研究変、研究体制

その他で、様々な方策が取られている。

しかし、これらの方策は必ずしも効果を

上げる'保証がない。本ＷＧでは、この問

題を研究開発体制の面で見直し、その改

善のための提言を行う。

２)活動概要：本ＷＧの前身である情報工学

振興策ＷＧでは、平成７年度及び８年度

の２年にわたって、現在の日本のソフト

ウエア問題の原因分析とその将来対策を

議論してきた。将来対策については、ソ

フトウエア研究・開発体制及び将来研

究・開発対象として可能性のあるソフト

ウエア技術を取り上げ、全体像を把握す

るために、より一般的な観点から提言

をまとめてきた。これを受けて、情報技

術研究開発体制ＷＧでは新しいメンバー

によって、この検討をさらに掘り下げ、

我が国における研究・開発体制 に含まれ

る矛盾、非合理性、訓言能率性等について、

より具体的に調査研究し、改善策を提言

する。

④「学術情報データベースの知的財産権保

護に関する調査及び提言(学術情報DBWG）

(案)」

1)目的：学術情報のディジタル化・データ

ベース化を積極的に進めると同時に、そ

の広範な活用を推進することが、今後の

我が国の学術研究及び技術開発の活性化

を図るために極めて重要である。しかし、

この活性化には、ＤＢの保謹制度の導入

が必須であり、本ＷＧでは、導入効果と

問題点を調査し、提言を行う。

2)活動概要：本ＷＧは、科研我の研究成果

公開促進制度及び著作権制度に加えて、

新たな権利保護制度を導入することの必

要性と可能性を検討する。特に、ＥＣのデ

ータベース指令や、ＷＩＰＯデータベース

条約草案に類似の新たな保護制度導入の

効果と問題点を調査し、米国工学アカデ

ミー等との意見交換も行いながら、我が

国の法制度の具体化に向けて提言をまと

めていく。さらに、これらの結果を、国

際条約及び圏内立法、並びに関連する政

策及び技術開発方針等への反映を図って

いく。

（３）バイオ専門部会

１.専門部会、講減会、幹事会

講演会を含め、部会を年２回開催する。

幹事会を年４回程度開催し､部会主催行事、

全会員へ案内の談話サロン、会員増強策等

について検討する。

２.談話サロン

全会員を対象とする談話サロンを年２回、

バイオ専1111部会単独、又は他の委員会、専

門部会と協力して開催し、その内１回は地

区活動に協力し、首都圏外での開催を企画

する。

３.国際会議

次の国際会議に協賛、協力する。

１)バイオケミカル・エンジニアリングにつ

いての工学基金会議(５月、カナナスキス

（カナダ)）

２)日本一スウェーデンバイオプロセス．

エンジニアリング会議(８月、ストックホ

ルム）

３)アジア・太平洋バイオケミカル・エン

ジニアリング会議(10月、北京）

４)アジア青年バイオケミカル・エンジニ

ア会議(１０月、大連）

（４）地球環境専門部会

本年度はワーキンググループとして、温室

効果ガス対策、国土保全環境改善及びライフ

サイクルアセスメント(LCA)の３グループが

活動する計画である。

１.温室効果ガス対策グループ

本年度から清山主査の後任として諸岡主

査が担当することになった。本年度は、我

が国において気候変動枠組み条約第３回締

結国会議が開催される予定であるが、温暖

化防止に関するシミュレーションの精度に

ついては議論が尽きない。そこで、このよ
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うなシミュレーションの根拠について、

専門家を招いて討議する集会を持つ計画で

ある。次に、近年産業界において急速に注

目を集めている２次電池の開発の現況とそ

の環境に与えるインパクトについて、専門

家を招いて討議する集会を計画している。

その他にも温室効果ガス対策に関する調査

検討を進める予定であり、集会の回数は以

下の通りである。

部会講演会３回内１回は全会員を

対象のものとしたい。

幹事会３回

2.国土保全環境改善グループ

調査検討の課題としては次の２件をあ

げ、報告書にまとめる計画である。

ｌ)中国(特に四川省、貴州省)における酸性

雨被害

２)日本の水、大陸の水

3.ライフサイクルアセスメント・グループ

昨年度発足したグループであるが、糖力

的に調査検討を進めた結果、既に報告書を

まとめる段階にあり、本年度は提言書の案

を完成して､全体討議にかける予定である。

このグループは提言書を作成して解散する

予定であるが、本年度はこの成果に関連し

た講演会を開きたいと考えている。

以上の目的のため、幹事会２回、部会報

告会１回、報告会(談話サロン）１回を計画

する。

4.ライフサイクルアセスメント・グループの

解散後、次の計画として、環境的に望まし

い新製品(例えば電気自動車)を普及させる

ための社会的条件のようなテーマについ

て、予備的に検討準備のためのグループを

発足させ、次年度よりテーマを絞って本格

的作業に入ることとしたい。

（５）エネルギー専門部会

エネルギー専門部会は、新たに日本工学ア

カデミーの５番目の専門部会として平成７年

（1995年)７月に発足した。

これまで11回の部会を開催し、審議を実施

してきた。国の研究開発の取り組み、太陽エ

ネルギーの利用、環境政策の考え方、原子力
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の現状と課題、エネルギー文明論、原子力発

電におけるグループ行動理論、原子力問題の

社会科学的分析、エネルギー供給技術として

の電池、エネルギーシステムにおける材料制

約といった幅広い分野について議論、検討を

行ってきた。

次年度以降、専門部会として取り上げるテ

ーマについて、（１）エネルギー研究開発戦略、

(2)原子力エネルギー推進の課題、（３）エネル

ギー基盤研究の３つに整理し、更にこれを中

心に審議した結果、次年度以降専門部会とし

て取り上げるテーマを次の通りとした。

次年度以降の討議テーマ

1.エネルギー問題を理解、啓蒙するための解

説書作成

２１世紀に向けてエネルギー・環境問題が

極めて深刻であることを一般の方々が正し

く理解することが大切である。しかしなが

ら現在、エネルギーの資源、環境に関連す

る基本的な情報が必ずしも知られていな

い、或いは正しい理解がされていないとい

った問題点がある。

このため、現在エネルギー問題に関する

トピックスの中から、１０項目程度のテーマ

を選び、世の中の疑問に答えられるような

解説書をワーキンググループを設置して、

概ね２～３年間で作成する。

なおテーマの中で現在行っているエネル

ギー研究に関し、総合的視点に立った研究

開発戦略についても検討する。

2.工学と人文・社会科学との融合に関する調

査

最新のエネルギー技術が社会に受け入れ

られるためには、人間との関係、社会科学

的なさまざまな影響等、社会科学的な面か

らの検討が必要になってきている。現在、

自然科学と社会科学との間は溝が深く、対

話が少ないのでこの両者をいかにして融合

し、その対応を図っていくかが課題である。

このため最新技術と人文・社会科学との

境界領域で活躍されている方々から専門部

会で講話を伺い、両者の融合を図る仕組み

について､概ね２年を目途に調査検討する。

一口齢

．=、



２．支出の部

１．収入の部 (単位：千円）

EAJNEWSN０．５６１９９７．６１１
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１ ９９７年度予算

1997年４月１日から1998年３月３１日まで

Ｐ

科目

（１）会費
ア．個人会費

イ．賛助会費

（２）専門部会戻入

（３）繰越金

（４）利息

卜
三
一
口

谷
口

予算額

78,600
52,000

26,600

７，９４０

３４，０００

５００

121,040

備 考

平成８年度決煉による使用可能資金残商推定

預 金 利息

前年度予算

７７，０５０

５１，４５０

２５，６００

１０，８６０

２７，５２０

５００

1１５，９３０

科 目

（１）総会費

（２）理事会費

（３）国際活動費

（４）懇談会費

（５）地区活動費

（６）委員会費

会員

政策

国際

広報

（７）専門部会費

材 料

情報

バイオ

地球環境

エ ネ ルギー

（８）事務局費用

（９）積立金

(10）予備費

合計

予算額

１，７００

２，８００

１０，０００

３，０００

2,000

16,800

(1,500）

(2,300）

(4,000）

(9,000）

13,700

(2,700）

(5,000）

(2,000）

(2,000）

(2,000）

3６，０００

(20,000）

(16,000）

1,000

34,040

121,040

備 考

総会

理事会６同、理事懇談会２回、年賀詞交歓会

CAETS関'係経独、国際交流費

談話サロン８１列、学術会議等

東北・中部・関西・九州各地区の活動費

各委員会活動蜜

ニュース頁増、Infbrmationカラー頁増

各専門部会浦動焚

事業事務（委員会、聯|:'11部会、講減会、編集出版）

一般事務（会員、庶務、会計）

退職引当金

法人化関係諸経蜜を含む

前年度予算

１，５００

3,500

10,000

４，５００

3,000

16,650

(1,000）

(2,150）

(4,500）

(9,000）

１７，３７８

(3,350）

(7,000）

(２，１００）

(3,628）

(1,300）

3９，０００

1,000

1９，４０２

115,930
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1997年５月１５日

会長

副 会 長

副 会 長

副 会 長

副 会 長

岡村

永野

中原

西津

堀

吾
健
雄
一
夫

総
恒
潤
幸

(東京電機大学学長・理事）

(三菱マテリアル㈱取締役相談役）

(住友電気工業㈱特別技術顧問）

((財)半導体研究振興会半導体研究所所長）

(金沢工業大学刑学長）

事：青木利晴

事：青山博之

事：浅井滋生

事：東昭

事：阿部徳之助

事：阿部博之

事：有賀一郎

事：安藤良夫

事：伊藤畢

事：上田耕造

事：尾出和也

事：川崎雅弘

事：近藤良夫

事：柴田碧

事：城水元次郎

事：杉浦賢

事：竹内良夫

事：得田与和

事：中塩文行

事：西嘩吉彦

事：丹羽冨士雄

事：平田彰

事：藤村哲夫

事：堀内和夫

事：増子屍

事：柳ヶ瀬勉

事：山路敬三

事：依田直也

(日本電信電話㈱常務取締役研究開発本部長）理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理
理

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

(東京大学名誉教授）

(名古屋大学工学部教授）

(東京大学名誉教授）

(武甲鉱業㈱相談役）

(東北大学総長）

(千葉工業大学教授）

(東京大学名誉教授）

(拓殖大学工学部教授）

(大阪ガス㈱取締役副社長）

((財)電力中央研究所特別顧問）

(科学技術振興事業団専務理事）

(京都大学名誉教授）

(地震予知総合研究振興会副主席研究員）

(富士通㈱顧問）

(機械振興協会副会長）

(㈱竹内良夫事務所代表取締役社長）

((財)日産科学振興財団常務理事）

(熊本工業大学工学部教授）

(住友化学工業㈱顧問）

(埼玉大学大学院政策科学研究科教授）

(早稲田大学理工学部教授）

(中部大学工学部教授）

(早稲田大学理工学部教授）

(千葉工業大学工学部教授）

(九州大学名誉教授）

(日本テトラパック㈱取締役会長）

(㈱関西新技術研究所常任顧問）

1997年度日本工学アカデミー役員

一、

専務理事：桜井宏 (三菱マテリアル㈱技術顧問）

計

(㈱クポタ専務取締役）

(㈱国際経済研究所代表取締役所長）

理事 ３４名

事：飯塚幸三

事：隈部英一

監
ｑ

職

＊：新任

ｌ２ＥＡＪＮＥＷＳＮ０．５６１ﾘﾘ7.6



■

長、部会長の交代はなかったが、いくつかの委

員会、専門部会で継続実施してきた活動が完了

し、1996年度末から1997年度初めにかけて新し

いテーマについての活動に入っている。1996年

度の活動の詳細については、別途お届けする年

報を、また、1997年度の計画については本誌別

各委員会。専門部会報告

総会に引き続き、各委員会及び専門部会の

1996年度の活動と、1997年度の計画について、

各委員長、専門部会長より、下記のプログラム

に従って報告された。

1996年度は、委員会、専門部会の改廃、委員 褐の事業計画書を御参照頂きたい。

伊

戸

『
制

》
『
・
ヱ

ク
唖
１

ｍ
．
？

ﾛ

特別講演会

ｉ「工学教育と工業」と題された西嘩沢副会長

の講演は極めて含蓄に富む内容で、工学教育、

理工学の基礎研究、及び工業技術開発に関連す

る現在の我が国の科学技術政策や教育政策の問

題点について、講師の考え方のわかりやすい紹

介があった。

講師は原稿を見ることなく聴衆に語りかける

態度で、会員の多数の方々の間で広く知られて

いる事実を含む古今東西の多数のエピソードを

引用しながら、その背景、意味するところを解

■

綴_§
‘噌溌
１毎＝２

1％
『

n

ｓ１
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特別講演：西達潤一会員

騨

プログラム

、委員会関係

会員選考委 員会 委員 長堀 幸夫

（代理・幹事阿部光延）

政策委員会委員長川崎雅弘，
国際委員会委員長中原恒雄

蝋委触I代理篭言長圭:篭｜
・専門部会関係

材料専門部会部会長山田瑛，

，情報専門部会部会長戸田巌｜

バイオ専門部会部会長三浦謹一郎｜
地球環境専門部会部会長下郷太郎｜

ｴﾈﾙｷﾞｰ 専門 部会 部会 長三 井恒 夫’

（代理・副部会長飯塚幸三）

、事務局報告専務理事桜井宏

以上

委員会関係

プログラム

会員選考委 員会 委員 長堀 幸夫

(代理・幹事阿部光延）

政策委員会委員長川崎雅弘

国際委員会委員長中原恒雄

広報委員会委員長土田英俊

専門部会関係

(代理・副委員長太田俊彦）

材料専門部会部会長山田瑛

怖報専門部会部会長戸田巌

バイオ専lwl部会部会長三浦謹一郎

地球環境専門部会部会長下郷太郎

ｴ ﾈﾙ ｷﾞ ｰ専門部会部会長三井恒夫

(代理・副部会長飯塚幸三）

事 務 局 報 告専務理事桜井宏

以上



説されつつ、それを現在講師が審議会等で経験

されている現実的な問題にからめて解説され

た。

話題が極めて広い範洲に亘り、またその話題

相互の関連も多く、ニュースの誌而で要約をす

ることは極めて困難であるが、主なテーマを列

挙してみると、科学技術者の倫理、エネルギー

問題、公人としての責任感、分割できない科学

と技術、教育者と研究者、GenericTechnology、
戦前と戦後の工学教育、審査研究饗の配分と実

績の評価など極めて多岐に及んだ。

最後に全ての基本は、Originalityにあること

を強調され、出席会員に多大の感銘を与えて講

演を終わった。

尚、この有益な講演の内容は、Infbrmationの

形式に印刷し、会員各位に配付の予定である。

懇親会

恒例の懇親会は特別諦波終了後開催され、現

在の任意団体日本工学アカデミーとして多分最

後のパーティーになるであろうとの岡村会長の

挨拶に始まり、１０年前のＨ本工学アカデミー発

足の際多大の御尽力を頂いた平山博前副会長の

音頭で乾杯の後、懇談に入った。

午後早くの雨のため若干出足がそがれ、例年

より出席予定の御通知を頂きながら欠席された

会員が多かったが、法人化や科学技術政策など

についての話題が弾み、会員相互の親交を深め

ることができた。

１４EAJNEwsNo､5‘１ﾘﾘ7.6

日本工学アカデミー賛助会員名簿

(1997年度３月31日現在,入会順）

No.賛助会員名

l日本電気株式会社

２住友電気工業株式会社

３日産自動車株式会社

４富士通株式会社

５トヨタ自動車株式会社

６大成建設株式会社

７鹿島建設株式会社

８ソニー株式会社

９西松建設株式会社

lＯ三菱重工業株式会社

１１株式会社日立製作所

1２三菱電機株式会社

1３国際電信電話株式会社

１４東日本旅客鉄道株式会社

1５日本電信電話株式会社

１ ６ 株 式 会 社 東 芝

以上１６社

〆、

ー、



司会：上野晴樹氏(東京電機大学理工学部

教授、当会会員）

終了後、懇親会を予定

参加費：無料(要参加申込、先着順）

お問い合わせ先：東京電機大学学事課内

産官学交流フォーラム係

Tel:03-5280-3555

事務局からのお知らせ 【パネリスト】

１）当麻喜弘氏(東京電機大学工学部教授、

当会会員）

２）田中道七氏(立命館大学教授／ﾘｴｿﾞﾝｵﾌ

イス室長、当会会員）

３）佐藤繁氏(㈱富士通研究所代表取締

役社長、当会会員）

４）福田秀敬氏(通産省産業政策ﾉiii産業構

造課産業技術企画官大学

等連携推進室長）

⑪東京電機大学創立90周年記念。産官学交流

フォーラム（第３回）後援のお知らせ

⑧1997年度(平成９年度)会費お払込みについ

てのお願い

科学椛術創浩立国日本をｷ'1う藤官学交流の

枠組.みを提言する

－教育・研究・産業のダイナミズムを求めて－

1997年９月10日(水)１３：００～１７：５O

東京電機大学神田校舎7102教室

（東京都千代田区神田錦町２－２）

および鳩山校舎プレゼンテーションホ

ール(埼玉県比企郡鳩山町）

※インターネットによる同時中継

日時

会場伊

JNF⑨ＲＭＡ~FNC冊

●新E-mailaddressのお知らせ

EAJの新しいE-mailaddrcssは下記の通りですc

academy＠twics､com

第１部講演

ｌ）挨拶

慶川利男氏(東京電機大学理事長）

２）背景と趣旨

岡村総吾氏(東京電機大学学長、当会

会長）

３）講演：科学技術創造立国としての産官学

交流のあるべき姿

西洋潤一氏(財)半導体研究振興会半導

体研究所長、前東北大学

総長、当会副会長）

４）講演：科学技術創造立国を担う大学の役

割と産官学交流の考え方

林田英樹氏(文部省学術阿際局長）

５）講淡：人材育成の重要性一大学と産業界

の役割－

永野健氏(㈱三菱マテリアル取締役

相談役、当会副会長）

第２部パネル討論

テーマ：産官学交流の課題と戦略

去る５月1511、第１１回通常総会もお蔭様で無

事終了致しました。

つきましては、1997年度分会費を７｝j末日迄

にお払い込み頂きたく、ここにお願い申し上げ

ます。

尚、請求書は既にお手元にお届けしてござい

ます。

｛
Ｌ
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1997年度(平成９年度)春の叙勲受章者が去る

４月29日に発表され、当アカデミー会員の方も

多数その栄に浴されました。心よりお祝い申し

上げます。

勲一等瑞宝章を受章された関本忠弘会員の御

業績については、次号に掲載を予定しておりま

す。

④外国アカデミー出版物のお知らせ

NationalAcademyofEngineering(米国)、並び

に、AustralianAcademyofTechnologicalSciences

andEngineeringの出版物が事務局に届いており

ます｡御覧になりたい方には貸出致しますので、

事務局迄お申し出下さい。

＊“TechnologicalTrajectoriesandtheHuman

Environment(214pp.)”

byNationalAcademyofEngineering

＊“ChangingtheCulture:Engineel･ingEducation

intotheFuture”

byAustralianAcademyofTechnological

SciencesandEngineering

（3冊1セット、TaskForceReports(221pp.)，

ReviewReport(ll2pp.),RepoltSummaly(l6pp.)）

＊ "ScienceandTechnologyinAPEC(258pp.)”

byAustralianAcademyofTechnological

SciencesandEngineering

ｌ６ＥＡＪＮＩ４ＷＳＮ《ﾙ５６１ﾘﾘ7.6

栗田正一会員

慶懸義塾大学名誉教授

1997年４月１８日逝去享年70歳

謹んで御冥福をお祈り申し上げます。

編集後記｡。

４月の臨時総会、５月の通常総会と私

達事務局スタッフは何かと慌ただしい時

を過ごしましたが、皆様いかがお過ごし

でいらっしゃいますか。

通常、総会が終わると、年報並びにEAJ

ＮＥＷＳ総会特集号の編集に取りかかるの

ですが、今回はさらに、昨秋開催された

国際シンポジウムのプロシーディングス

が重なって、連日校正作業が続きます。

加えて、今年は２年に一度発行の会員

名簿作成の年でもあります。会員の皆さ

まには、まもなく御自身のデータ確認を

お願いすることになるかと存じますが、

どうぞよろしくお願い申し上げます。

末筆となりましたが、栗田正一様の御

冥福を心よりお祈り申し上げます。

麓陶しい季節です。くれぐれも御自愛

下さい。

§腰日本工学ｱｶヂﾐー 広報委員会

御一、

"酉、
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